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CISGにおける事情変更の原則






原則である。国際ルールであるヨーロッパ契約法原則（Principles of European Contract Law
（PECL））はその 6:111 条において事情変更の法理について規定しているが、CISG（United 
Nations Convention on Contracts for International Sale of Goods）は PECLのように事情変








ション法理（doctrine on frustration of contract）、フランス法の不予見理論（théorie de l’ 
imprévision）、ドイツ法の行為基礎論（Lehre von der Geschäftsgrundlage）がある 2。国際ルー
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ルであるヨーロッパ契約法原則（Principles of European Contract Law（PECL））はその 6：111
条において事情変更の法理について規定しているが、CISGは PECLのように事情変更法理を規
定せず、その 79 条に免責規定のみを置いている。そこで、本稿では CISGにおける事情変更の法
理の問題について検討したい。
二　CISG79 条の沿革
　国際物品売買契約に関する国際連合条約（UnitedNations Convention on Contracts for the 
International Sale of Goods（CISG））は、1964 年の国際物品売買契約の成立についての統一法
（Uniform Law on the Formation of Contracts for the International Sale of Goods（ULF））およ
び国際物品売買についての統一法（Uniform Law on the International Sale of Goods （ULIS））
を基礎に国際連合国際商取引法委員会（United Nations Commission on International Trade 
Law（UNCITRAL））により起草され、その後、ウィーン外交会議で採択され、1988 年 1 月に発
効した 3。

















　CISG79 条 1 項は、自己の義務の不履行が、当事者の支配を越える障害によって生じたこと、そ
して、契約締結時に不履行当事者がその障害を考慮することも、その障害もしくは障害の結果を
回避または克服することも合理的に期待され得なかったことを証明した場合に当事者はその不履
行について責任を負わないとする。また 79 条 2 項により、当事者の不履行が、その当事者が契約
の全部または一部の履行のために用いた第三者の不履行によるものであったときには、当事者が



























































2　2002 年 1 月 9 日ドイツ連邦最高裁判所判決 19
（一）事実
　オランダの買主はドイツの売主から 2,557.5 トンの粉ミルクを購入した。この粉ミルクについ
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注意深い必要な分析をしても探知できなかったこと、そして粉ミルクの製造での汚染可能性が影
響の範囲外にあったことを証明しなければならいとして、免責を認めなかった。






る 2006 年 4 月 14 日付の売買契約で、船積日は 4月 24 日、5月 1日、5月 8日、5月 15 日とされ、







ザの発生によりルーマニア政府は 2006 年 6 月 7 日に認証されていない鶏の輸入を禁止したが、






























4　1997 年 2 月 28 日ハンブルグ上級地方裁判所判決 21
（一）事実
　イギリスの買主はドイツの売主からモリブデン含有量最低64％のモリブデン鋼を1キロあたり








と 11 月 15 日以前の出荷を要求した。買主は売主が要求に従わない場合には代替取引をし、追加
費用を売主に負わせる旨を知らせた。売主が 11 月 15 日期限に従うことができないと言うため買
主は 11 月 30 日期限を認めた。
　12 月 13 日に、売主は供給元によってモリブデン鋼が供給されないため、買主にしばらくの猶
予を求めた。買主は、契約が履行されなければ、1キロあたり 31 ドルの現在の市場価格で代替取
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　証拠によると買主はモリブデン含有量 60％の中国のモリブデン鋼を 1キロあたり 30 ドルで購
入する契約を China-N.N-Metals Imp. & Export Corp.（China-N）と締結した。CIF条件で 1995
年 1 月または 2月の引渡であった。












































と経済的困難は含まれないとする立場に分かれる。CISG Advisory Council Opinion No. 7 は、履
行を過度に難しくするまったく予想できない出来事が障害に該当するならば、立法の背景から
CISG 79 条が全部あるいは部分的に当事者をその義務履行から免除することができないという結
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インについては規定がないが、CISG 7 条 1 項による信義則を適用ができなくても、CISG 条 79
条 5 項により、裁判所または仲裁裁判所は、変化した状況に契約条項を改訂し、当事者がいかな





1 　五十嵐清『契約と事情変更』（1969 年）1-2 頁。
2　五十嵐・前掲『契約と事情変更』2頁。
3　曽野和明 =山手正史『国際売買法《現代法律学全集 60》』（1993 年）13-18 頁、ぺーター・シュレヒ
トリーム（内田貴 =曽野裕夫訳）『国際統一売買法―成立過程からみたウィーン売買条約』（1997 年）
1-6 頁、潮見佳男＝中田邦博＝松岡久和編『概説国際物品売買条約』（2010 年）1-4 頁。
4　Honnold, Uniform law for International Sales under the 1980 UN Convention, 4th ed., 2009, p.617.
曽野 =山手・前掲『国際売買法《現代法律学全集 60》』267 頁。




7　Schwenzer, Commentary on the UN convention on the International Sale of Goods （CISG）, 4th 
ed., 2016, p. 1133.
8 　Schwenzer, Commentary on the UN convention on the International Sale of Goods （CISG）, p. 
1133.
9 　Honnold, Documentary History of The Uniform Law for International Sales, 1989, p.445.甲斐＝石
田＝田中＝田中編・前掲『注釈国際統一売買法Ⅱ―ウィーン売買条約―』209 頁。
10　Schwenzer, Commentary on the UN convention on the International Sale of Goods （CISG）, p. 
1134.
11　Schwenzer, Commentary on the UN convention on the International Sale of Goods （CISG）, pp. 
1134-1135.甲斐＝石田＝田中＝田中編・前掲『注釈国際統一売買法Ⅱ―ウィーン売買条約―』213 頁。
12　Schwenzer, Commentary on the UN convention on the International Sale of Goods （CISG）, 
p.1135.
13　Schwenzer, Commentary on the UN convention on the International Sale of Goods （CISG）, 
p.1136.
14　Schwenzer, The CISG Advisory Council Opinions, 2017, p.181.
─ 53 ─
CISGにおける事情変更の原則
15　Schwenzer, The CISG Advisory Council Opinions, p.182.
16　Schwenzer, The CISG Advisory Council Opinions, pp.180-181.
17　Schwenzer, The CISG Advisory Council Opinions, p.182.
18　BHG 24 March 1999, VIII ZR 121/98, http://cisgw3.law.pace.edu/cases/990324g1.html. 井原宏＝河村
寛治編『判例ウィーン売買条約』（2010 年）240 頁。
19　BGH 9 January 2002, VIII ZR 304/00, http://cisgw3.law.pace.edu/cases/020109g1.html.
20　Unilex, 12.12.2007, American Arbitration Association, No. 50181T 0036406, http://www.unilex.info/
case.cfm?id=1346. 井原＝河村編・前掲『判例ウィーン売買条約』241 頁。
21　OLG Hamburg 28 February 1997, 1 U 167/95, http://cisgw3.law.pace.edu/cases/970228g1.html. 井原
＝河村編・前掲『判例ウィーン売買条約』245-246 頁。
22　Unilex, 19.06.2009, Court of Cassation of Belgium, No. C.07.0289.N, http://www.unilex.info/case.
cfm?id=1457. 井原＝河村編・前掲『判例ウィーン売買条約』249 頁。
23　Schwenzer, The CISG Advisory Council Opinions, p.182.
24　Unilex, 19.06.2009, Court of Cassation of Belgium, No. C.07.0289.N.
25　Bianca/Bonell,Commentary on the International Sales Law, 1987, P.594; Honnold, Uniform law for 
International Sales under the 1980 UN Convention, p.627.
26　Honnold, Uniform law for International Sales under the 1980 UN Convention, pp.627-628.
27　Schwenzer, The CISG Advisory Council Opinions, p.187.








田貴＝曽野裕夫＝森下哲朗＝大久保紀彦訳）『UNIDROIT国際商事契約原則 2010』（2016 年）146 頁）。
そして、ハードシップがあるとされるときには、不利な立場の当事者は、再交渉を要請する権利を有す
る（6.2.3 条１項）。また 6.2.3 条４項により、裁判所は、ハードシップがあると認める場合において、そ
れが合理的であるときは、（a）裁判所の定める期日および条件により、契約を解消すること、（b）契約
の均衡を回復させるために契約を改訂することができるとされている（私法統一国際協会・前掲
『UNIDROIT国際商事契約原則 2010』149 頁）。

